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1.は じめ に

近年,理 科教育の再検討に関する議論が理科教育関

連の学会において盛んになっている.例 えば科学教育

学会では木村 (1996)や武村 (1996)が従来の理科をよ

り広い文脈からとらえたカリキュラム開発を提案して

いる。また生物教育学会では94年 に動物学会や植物

学会とともに理科教育に関する提言を行っている。理

科教育学会でも学習指導要領の改訂を視野に入れ,現

行指導要領についての意識調査を 1994年 に学会員に

対して行い,そ の結果は95年 から96年 にかけて逐

次報告されている。このような動きは個別の学会内部

にとどまらず,理 科教育関連 6学会共催シンポジウム

報告 (1996)などが出されている。地学教育学会でも

1995年 に理科活性化検討委員会を発足させ,主 とし

て教育課程について検討を重ねてきた。その集約は文

部大臣への要望書に示されている。

ところで,理 科教育は科学研究者などの人的資源の

養成を通じて社会と密接に関わっている。そのため,

理科の内容を検討する際には,理 科教育関係者だけで

なく,社 会の広範な層の意見を反映させる必要があ

る。上述の理科教育関係学会からの提言 ・報告はいず

れも貴重なものではあるが,主 として理科教育関係者

の側からのものであり, これらの提言 ・報告を補うた

めにも,理 科教育関係者も含め,よ り広い層の意見を

調査 ・検討する必要がある。地学教育学会実態調査委

員会はこのような問題意識に立ち,ま ず,学 校科目

「地学」関連学会協議会 (以下,協 議会と略す)の 会員

学会に所属する学会員の意識調査を行うこととした。

本報告はその結果をまとめたものである。

2.調 査の経緯

地学教育は地球科学,気 象学,天 文学などの広範な

学問分野をその背景として持っている。これらの学問

分野の研究者と地学教育の研究者がこれからの地学教

育について意見交換を行う場として,協 議会が 1995

年に設けられた。実態調査委員会では協議会に調査間

題を提出し,各 学会から実施についての同意を得た.

各学会に30～50名 程度の名簿提出を依頼し, その

名簿を元に調査者から調査問題を送付した.い くつか

の学会では,学 会事務局が調査を行い,そ の結果を調

査者に送っていただいた.

3.調 査問題の構成

理科教育に関する近年の議論はさまざまであるが,

上述の各学会からの提言 ・報告にそれらが集約されて

いるものと考えると,大 まかにみて次の4点 に整理で

きよう。

(1)環 境教育を充実する。

(2)教 育の情報化へ対応する.

(3)科 学と社会との関係,科 学と技術との関係,科 学

者の倫理など今まで,理 科教育に必須の内容とは

見なされてこなかった領域を理科教育へ統合す

る.

(4)理 科離れをくいとめるために理科を生徒にとって

より興味深いものにする.

このうち,(2),(4)については理科教育の内容というよ

りも教育方法の変革であると思われるので,理 科の教

育内容の変革としては(1)と(3)が求められていると

いえる。そこで,調 査問題ではこれらに対応する設問

を設けた。また地学教育固有の問題として,地 学の履

修方法に関する設間と阪神 ・淡路大震災以来その必要

性が再認識されてきた自然災害教育に対応する設間を

設けた。
一方,初 等 ・中等教育全体を対象とすると,や や焦

点が定まらない可能性がある。そこで,地 学の履修方

法が大きな問題になり,ま た理系 ・文系の月Jが明瞭に

なる高等学校段階を対象とした。また専門高校と普通

高校では教育活動の中での理科の位置づけが異なって

いるため, ここでは普通高校のみをとりあげた.
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なお,文 中で理科系の生徒,非 理科系の生徒という

用語を使用しているが, この調査では理科系の生徒を

「将来,科学者や技術者,理科教師など科学技術に携わ

る職業につくことを希望している生徒」,非 理科系生

徒はこの定義にあてはまらない生徒と説明して使用し

ている。

4.結 果と考察

調査対象は協議会に属する15学会のうち,賛 同い

ただいた 13学 会で各学会の名称は備考に示されてい

る.回 答数は327名 で,調 査者が直接調査したもの

と,各 学会で独自に実施した調査が混在しているた

め,回 収率は分からない。

1)回 答者の属性

回答者の所属機関,高 校時代に履修した科目,回 答

者の現在の仕事に最も関係の深い科目をそれぞれ,

表 1,表 2,表 3に 示す。

所属機関は大学が最も多い(44%)。その他に属する

回答者の主な所属機関は国公立の研究所,博 物館,企

業,教 育センターなどである。

高校時代に履修した科目 (複数選択可)と しては,

物理,化 学がほぼ同数で,ほ とんどの回答者が履修し

ている。生物は80%,地 学は61%の 回答者が履修し

ている。

回答者の現在の仕事に最も関係の深い科目は地学が

圧倒的に多く(77%),以 下,物 理 (14%),生 物 (7%),

化学 (2%)で ,協 議会に属する各学会の性格を反映し

ている

2)高 等学校における地学の履修方法

高等学校の地学の履修方法については四つの方向が

考えられる。

a.現 在の分科理科の継続

b.理 科 Iなどの形で過去に試みられたことがあ

り,現 在も 「総合理科」にその流れが続いてい

る総合化の方向

c.理 科教育の議論の中にはほとんど登場しない

が,地 学を学問の固有性に沿ってさらに細かく

分割してゆく細分化の方向

d.物 理など他科目の応用例として地球や宇宙の事

象を取り上げ,他 科目の中に地学を解消してゆ

く方向

これらの四つの方向は必ずしも排除しあうものでは

ないが, この設間では,高 等学校の理科系生徒,非 理

科系生徒のそれぞれについてどの履修方法が最も適当

表 1 回 答者の所属

j 学ヽ校 9

中学校 1 3

寄等学校 7 9

葛等専門学校

専門学校

た学学部 1 1 7

大学研究所 2 8

その他 (官庁など) 7 8

表2 回 答者が高等学校で履修した科目

表3 回 答者の現在の仕事に最も関係の深い科目

か,ま た統合する場合にはどの教科 ・科目が最も適当

か選択してもらった。

理科系生徒については 60%の 回答者が現在の地学

を存続するべきだと考えており,ほ ぼ伝統的な分科理

科が支持されているといえよう.一 方,非 理科系生徒

についてはこの比率が半分以下 (46%)に低下してお

り,何 らかの形での統合を求める意見 (44%)と拮抗し

ている。統合する場合には理科の他の3科 目と統合す

るとする意見が多い (統合を求める意見の56%),そ

の他の意見 (地学の細分化,他 科目への吸収)は 大き

な支持を集めていない。

3)高 等学校理科で環境問題を学ぶ際に適当な教

科 ・科目構成

環境問題には自然科学のみならず,社 会システムや

環境に対する価値観などが関係している。したがって

環境問題を学ぶ際には,そ れらに対する理解が必要と

なり,学 際的なアプローチが求められる。その際,次

の二つの方法が考えられる。
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表4‐1 普 通科高校の理科系生徒の地学履修方法

地学は学問の固有性にそって、もっと細かく分割 3 5

現在の地学を存続 197

物理や化学を教える中で地学的な現象を教え、地学を科日として立てない

理科の他の科目 (物理、化学、生物)と 統合 物理と統合

生物と統合

3科 日ともすべて 5 9

無答

他の教科と統合し、社会 ・人文なども視野にいれた科目にする 地理と統合 3

表 4‐2 普 通科高校の非理科系生徒の地学履修方法

地学は学問の固有性にそって、もっと細かく分割 1 3

現在の地学を存続 151

物理や化学を教える中で地学的な現象を教え、地学を科目として立てない

理科の他の科目 (物理、化学、生物)と 統合 物理と統合

化学と統合

生物と統合 1 9

3科 日ともすべて 8 1

無答 9

他の教科と統合し、社会 ・人文なども視野にいれた科目にする 地理と統合 1 6

政治経済と統合

社会科全般と統合 9

無答

環境問題に関係する教科 ・科目 (理科,社 会科

など)間 で協議し,教 育内容の調整を図る

b.環 境問題を扱う新科目を設置する

bの 方法はさらに

b′.環 境問題を対象とする科目 (環境科)

b′′.環境問題に限らず,社 会的 ・技術的内容を取り

込んだ科目(STS)

の二っの可能性がある。

また

c。 理科教育は自然科学教育であり,政 治,価 値観

などの
“
不純
"な
要素が関わってくる環境問題

を理科で扱うべきではない

という立場も考えられる.

この設間では,高 等学校の理科系生徒,非 理科系生

徒のそれぞれについて, これらのうち,ど の立場 ・方

法が最も適当か選択してもらった.

理科系,非 理科系とも各教科 ・科日間で協議し,調

整するという考え方が最も支持を集めた (理科系で

44%,非 理科系で43%)。 しかし,同 種の調査,例 え

ば 1994年 の理科教育学会の調査や 1987年 の高知大

学環境教育研究会の結果に比較すると,そ の比率はか

なり低い (理科教育学会では既存の教科で行うが高等

学校教員の64%,高 知大学環境教育研究会では現行

程度で各教科にまたがって実施するが小中高教員で

56%,教 育委員会で 77%).選 択肢が違うので,一 概

に比較できないが,母 集団の差が影響しているのかも

しれない。

理科系で環境科設置が 31%,STS的 科目設置が

19%, 一 方,非 理科系では環境科設置が 26%, STS

的科目設置が 26%と 理科系でやや環境科設置が多く
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表 5 1̈ 普 通科高校の理科系生徒が理科で環境問題を学ぶ際に適当な教科
・科目構成

表 5‐2 普 通科高校の非理科系生徒が理科で環境問題を学ぶ際に適当な教科
・科目構成

表 6.1 普 通科高校の理科系の生徒が理科で自然災害を学ぶ際に適当な教科
・科目構成

理科では自然科学の基礎を学ぶべきであって、環境問題などは大学で学習 1 7

環境問題を教える新科目 (環境科)を 設置 必修科目 6 6

選択科目 2 8

無答 9

各教科 ・科目で環境問題をどう扱うかを協議し調整 143

環境問題に限らず、社会科的内容や技術的内容を取り込んだ総合的科目を設置 3 8

2 2

理科では自然科学の基礎を学ぶべきであって、環境問題などは大学
で学習

環境問題を教える新科目 (環境科)を 設置
必修科目

1 3

4 6

選択科目 3 4

無答 6

各教科 ・科日で環境問題をどう扱うかを協議し調整
140

環境問題に限らず、社会科的内容や技術的内容を取り込んだ総合的科目を設
置 必修科目 5 0

選択科目 3 3

無答

理科では自然科学の基礎を学ぶべきであって、自然災害などは大学
で学習

すべての理科系生徒が学ぶ
理科では科学的知識を教え、防災などの社会的内容は社会科

で教える

選択科目の中で教える

すべての理科系生徒が学ぶ
理科でも防災などの社会的内容について扱う

選択科目の中で教える

なっているが,大 きな差は見られない.環 境問題を扱

わないとする回答者は少ない (理科系で 5%,非 理科

系で 4%)。

4)高 等学校理科で自然災害を学ぶのに適当な教

科 ・科目構成

地学は地震,火 山などによる自然災害を学ぶのに好

適な教科である.と ころで,自 然災害は自然科学的な

内容だけでなく,社 会的内容を備えている。例えば地

震そのものは純粋な自然科学の対象であるが,地 震災

害をどのように防ぐかということに関しては,地 域開

発,行 政やメディアの対応など社会システムの問題が

関係してくる。ここではそのような社会的内容も含め

て理科で扱うのか,そ れとも理科では自然科学的内容

に限定するのかを選択してもらった。また環境問題と

同じく,自然災害を扱わないという立場もありうるの

で,そ のような選択肢も用意した.

理科系,非 理科系とも社会的内容について扱うとす

る回答が多い (理科系で 65%,非 理科系で 68%)。
一
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表 6…2 普 通科高校の非理科系生徒が理科で自然災害を学ぶ際に適当な教科 ・科目構成

理科では自然科学の基礎を学ぶべきであって、自然災害などは大学で学習 1 7

理科では科学的知識を教え、防災などの社会的内容は社会科で教える すべての非理科系生徒が学ぶ 4 2

選択科目の中で教える 3 8

無答 5

理科でも防災などの社会的内容について扱う すべての非理科系生徒が学ぶ 167

選択科目の中で教える 4 4

無答 1 0

表 7…1 普 通科高校の理科系生徒が科学者の社会的責任について

学ぶ際に適当な教科 ・科目構成

科学者の社会的責任を教えることは理科の範時に属さなし 5 6

すべての理科系生徒が学ぶ 226

選択科目の中で教える 4 2

表 7‐2 普 通科高校の非理科系生徒が科学者の社会的責任につい

て学ぶ際に適当な教科 ・科目構成

方,社 会的内容について扱うという回答のうち,す べ

ての生徒が学ぶべきかどうかということでは,理 科系

と非理科系では若千の差が見 られる (理科系では

82%,非 理科系では68%).

自然災害を扱う際には自然科学,社 会科学の境界を

超えて学際的に取り扱う必要性が示されているといえ

よう。

理科では自然科学的内容に限定するという考え方は

理科系で 27%,非 理科系で 26%,理 科で自然災害を

扱うべきでないという考え方は理科系で 6%, 非 理科

系で 5%と なっている.

5)高 等学校理科で科学者の社会的責任について学

ぶのに適当な教科 ・科目構成

近年,生 命科学を中心としてではあるが,科 学者の

社会的責任の問題が論議されることが多くなってき

た。このような問題は社会と科学の接点に起きるもの

であり, 自然科学の直接的対象とはならない。したが

って,従 来の理科教育ではほとんど扱われてこなかっ

た。
一方,STSの 論者は科学の社会的文脈を理科に取り

入れることを強調しており, この観点からすれば,科

学者の社会的責任の問題は理科教育の核心をなす問題

と考えられる。

ここでは科学者の社会的責任を理科で学ぶことが適

当かどうか質問している。

回答者の圧倒的多数 (理科系,非 理科系とも82%)

が科学者の社会的責任を理科に取り入れることに賛成

している.ま た賛成した回答者の中で見ると,す べて

の生徒が学ぶべきだとする者 (理科系で84%,非 理科

系で 67%)が 多い。

小り||(1996)は科学者集団を対象として,科 学者の

社会的責任の問題を理科に導入すべきかどうか質問し

ている.小 川は科学者志望者用の理科と一般用理科の

それぞれについて質問しているが,科 学者志望者用で

74%,一 般用で 65%と 賛成意見が多く,今 回の調査

と似た傾向を示している。

6)ヵ イニ乗検定による回答者属性と回答の関連

表 1～3に 示される回答者属性と表 4～7に 示され

る回答との関連をカイニ乗検定により検定した。

その結果,5%の 危険率で有意な差が見られたもの

科学者の社会的責任を教えることは理科の範時に属さなし 5 7

すべての非理科系生徒が学ぶ 179

選択科目の中で教える 8 8
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表 8‐1 回 答者の所属と地学の履修方法 (理科系)

地学の解体 地学の維持 総合化

高等学校教員 8(11.6 55(79。7 6(8.7

非高等学校教員 35(17.8 104(52.8 58(29.4

χ
2=16.5にが=2),<.05

表 8-2 回答者の所属と地学の履修方法 (非理科系)

χ
2=17.7(`ゲ=2)p<.o5

表 9‐1 回 答者の所属と環境問題の教育 (理科系)

表 9‐2 回 答者の所属と環境問題の教育 (非理科系)

な

わ

系

適

内

震

を表 8～13に示す.( )内 の数値は%で あり,横方向

に加算して 100%に なるように計算してある。例えば

表 8‐1の左上の 8(11.6)は実数が 8人 ,高 等学校教員

内での比率が 11.6%と いう意味である。なお日本地

質学会については,学 会独自の集計であったため,個

人データが入手できず,本 分析には含まれていない。

(1)回 答者の所属と回答との関連

回答者所属は小学校,中 学校など細かいカテ
ゴリー

に分けてあるが,あ まり細かく分けてしまうと,セ
ル

あたりの人数が小さくなってしまい,カ イニ乗検定の

信頼性を損ねる.そ こで回答者の所属を高等学校教員

とそうでない者 (以下,非 高等学校教員と呼ぶ)の 二

つにまとめてある。このようにまとめた理由は,本 調

査が高等学校の理科教育についてのものであり,直 接

の当事者である高等学校教員と非高等学校教員とでは

理科教育についての見解が異なることが予想されるか

らである。

表 8-1は回答者所属と理科系生徒に対する地学の履

修方法のクロス集計表である。地学を細分化する意見

と地学を他科目に吸収する意見は,い ずれも現行地学

を解体する意見なので,「地学の解体」としてまとめて

ある.高 等学校教員と非高等学校教員では有意な差が

見られる。どちらも 「地学を維持」するという意見が

多いものの,非 高等学校教員では 「総合化」
への志向

がかなり見られるためと思われる。この傾向は非理科

系生徒を対象とした場合にはさらに強くなり (表8-

2),非 高等学校教員では 「総合化」を選ぶ者の数が地

学維持の意見を上回るようになる。

一方,環 境問題の教育についても同じような傾向が

認められる。表 9-1は理科系生徒に対する環境問題の

教育と回答者所属のクロス集計表である。高等学校教

員では 「各教科で調整」とする意見が過半数であり,

地学の解体 地学の維持 総合化

高等学校教員 2(2.9 45(65。2 22(31.9

非高等学校教員 20(10.2 72(36.5 1 0 5 ( 5 3 . 3

環境問題は不要 環境科設置 各教科で調整 総合科目設置

高等学校教員 4(5。8 21(30.4 39(56.5 5(7.2

非高等学校教員 10(5.1 60(30.5 80(40.6 47(23.9

χ
2=10.2(`げ =3)p<.o5

環境問題は不要 環境科設置 各教科で調整 総合科目設置

高等学校教員 3(4.3 17(24.6 40(58.0 9(13.0

非高等学校教員 6(3。0 48(24.4 78(39.6 65(33.0

χ
2=11.5(″ =3)p<.o5
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表 10-1 回 答者の所属と自然災害の教育 (理科系)

理科では自然災害の社会的内容を扱わない 理科で自然災害の社会的内容を扱

高等学校教員 15(21.7 54(78.3

非高等学校教員 83(42.1 114(57.9

x2:9 . r  (d f :1 )  P<.05

表 10…2 回 答者の所属と自然災害の教育 (非理科系)

χ
2=8.9(`ヴ =1)p<.05

理科で自然災害の社会的内容を扱う理科では自然災害の社会的内容を扱わなし

56(81,213(18.8

121(61.4非高等学校教員

「総合科目」設置は 7%で あるのに対して,非 高等学

校教員では 「総合科目設置」とする意見が多くなり

(23%L そ のため有意な差が出ている。非理科系生徒

が対象となると, この差がさらに際立つ。高等学校教

員では 「各教科で調整」とする意見が増え,逆 に非高

等学校教員では 「総合科目設置」が増えて 「各教科で

調整」との差が小さくなっている。

以上のように高等学校教員は地学の履修方法につい

ては 「地学の維持」,環 境問題の教育についても,「各

教科により調整」と現状維持を求めている。それに比

して非高等学校教員では 「総合化」,「総合科目設置」

と総合化への志向が見られる。非理科系生徒を対象と

したとき, この志向はさらに強まる.ま た環境問題の

教育について 「非高等学校教員」では 「環境科設置」,

「総合科目」設置を合わせると理科系,非理科系ともに

過半数であり,環 境を扱う新科目設置が求められてい

ることも注目される。

次に回答者の所属と自然災害の教育との関連を見

る。自然災害は理科で取り扱う事象の中でとりわけ人

間と関係の深いものであり,社 会的内容を扱うのに適

した分野であると思われる。ここでは高等学校教員が

社会的内容を扱うのに積極的である (理科系で 78%,

非理科系で 81%)の に対して,非高等学校教員ではそ

の比率が低くなっている (理科系で 58%,非 理科系で

61%).

これは上述のような高等学校教員が現状維持志向,

非高等学校教員が総合化志向という傾向と矛盾するよ

うに見え,解 釈がむずかしいが,次 のように考えるこ

ともできる.「高等学校教員は高等学校の過密なカリ

キュラムや教科間の単位数をめぐる綱引きを経験して

いる当事者であり,科 目の改編を伴うような大きな変

革には消極的である。しかし,付 加的に社会との関連

などをとりあげることにはむしろ積極的である。一

方,非 高等学校教員として分類した者はその大部分が

大学,研 究所などの研究者であり,専 門領域間の区切

りを認識する機会が多い。したがって,個 別の内容に

ついては教科の壁をより強く意識するが,大 きな変革

に対しては直接の当事者でないため,よ り積極的にな

ることができる。」

もちろん, この解釈は著者の推測であり, これが妥

当かどうかは別の調査を行ってみなければ分からな

い.   ・

(2)回 答者の仕事に関係の深い科日と自然災害教育

ここでは,回 答者の属性として,回 答者の仕事に最

も関係の深い科目をとりあげる。回答者の仕事に関係

の深い科目として地学を挙げた者 (以下,地 学者と呼

ぶ)と 別の科目 (物理,化 学,生 物のいずれか)を 挙

げた者 (以下,非 地学者と呼ぶ)の 二つのカテゴリー

に分け,回 答との関連を見た。その結果,自 然災害教

育とのクロス集計で有意差が見られた (表11…1,11-

2 )。

地学者は,非 地学者よりも自然災害の社会的内容を

理科で扱うべきだとする者の比率が理科系生徒,非 理

科系生徒いずれに対しても高く,自 然災害の自然科学

的側面と社会的側面を統合して教える方が望ましいと

考えているようだ。

その他に有意差を示したものとしては,地 学者では

理科系生徒に対して科学者の社会的責任を教えるべき

だとする者が非地学者に比して多い (表12).

(3)回 答者が高校時代に学んだ科目と回答との関連
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表 11…1 回 答者の仕事に関係の深い科目と自然災害の教育 (理科系)

χ
2 = 6 . 8 ( `″= 1 ) p < . o 5

表 11-2 回 答者の仕事に関係の深い科目と自然災害の教育 (非理科系)

χ
2 = 7 . 6 ( `″= 1 )夕< . 0 5

表 12 回 答者の仕事に関係の深い科目と科学者の社会的責任についての教育 (理科系)

理科では自然災害の社会的内容を扱わない 理科で自然災害の社会的内容を扱う

地学 64(32.3 134(67.7

非地学 34(50.0 34(50.0

理科では自然災害の社会的内容を扱わない 理科で自然災害の社会的内容を扱う

地学 57(28.8 141(71.2

非地学 32(47.1 36(52.9

理科で科学者の社会的責任を教えない 理科で科学者の社会的責任について教える

地学履修せず 22(25.0 66(75,0

地学履修 24(13.5 154(86.5

χ
2=5.4(`〃 =1)p<.o5

表 13 回 答者の高校時代の科目と科学者の社会的責任についての教育 (非理科系)

理科で科学者の社会的責任を教えない 理科で科学者の社会的責任について教える

地学 28(14.1 1 7 0 ( 8 5。9

非地学 1 8 ( 2 6 . 5 50(73.5

χ
2=5.5(`び=1)p<.o5

な

わ

系

適

内

震

ここでは,回 答者の属性として,回 答者が高校時代

に学んだ科目と回答との関連を見た。高校時代に地学

を学んだことがある者とない者の二つのカテゴリーに

分けた。その結果, 表 13に示すように高校時代に地

学を学んだ者は,学 ばなかった者に比べ,非 理科系生

徒が科学者の社会的責任を学ぶべきだとする者が有意

に多い。

5。 お わ り に

現在,教 育課程審議会で次期教育課程の審議が進め

られている。理科教育についてもかなり大きな改定に

なるものと思われるが,そ の際には科学界や理科教育

界のオピニオン・リーダーの意見だけでなく,理 科教

育の現場,科 学の現場,そ して広く一般社会の草の根

の意見を集めることが必要不可欠と思われる。今回の

調査はそのような意図をもって行われた。著者はこの

種の調査がさらに広く,ま た多様な問いで行われるこ

とが必要と考えている.
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お 知 ら せ

第 31回 夏季大学 「新 しい気象学」 の開催

主催 日 本気象学会

後援 気 象庁, 日本地学教育学会,(財 )日本気象協会

●この講応は最新の気象学の普及を目指して,毎年開催しています。小 ・中・高校の理科担当の先生方の他に,

気象学に興味をお持ちの学生や一般の方を対象にカリキュラムを組んでいます。

今回は 「大気汚染と酸性雨」と題して開催します。大気汚染やそれに伴う酸性雨は,化 石燃料の消費を原因と

する環境問題ですが,気 象と深く関係した問題としても見逃すことができません。講義では酸性雨とは何か,大

気汚染の実態と監視や予測の方法, これまでに得られた知見などについて解説します。

受講料:一 般 5,500円,教 員 5,000円,気 象学会員 ・日本地学教育学会員 ・学生 4,500円 (消費税含む)

日 時 :平 成 9年 8月 4日 (月)(9時 30分 受付開始)か ら8月 6日 (水)ま で.

会 場 :東 京都文京区本郷 7-3-1 東 京大学本郷キャンパス内東京大学山上会館

●往復はがきの往信に以下の必要事項を,復 信には宛先を記入してお申し込みください。受付次第,復 信にて

受講の可否をお知らせします。

1「 夏季大学参加希望」

2 住 所 ・氏名

3 職 業 (該当する方は 「気象学会員番号」をあわせて記入願います)

4 連 絡先電話番号

5 テ キストの送付先 (住所と同じ場合,省 略可)

申 込 先:〒 100東 京都千代田区大手町 1-3-4 気 象庁内 日 本気象学会事務局

申込締切:平 成 9年 7月 14日 (月)必 着

ただし,定 員 (約 100名 )に 達しましたら締め切らせて頂きます.

受講料支払方法:復 信受け取り後,郵 便振替によりお支払いください。テキストをお送りします。□座番

号等は返信によりお知らせいたします.

そ の 他:一 日目の講義終了後に受講者と講師の懇親会を開く予定です。

●テキストのみ希望される方は,は がきに必要部数を書いてお申し込み下さい.テ キストと振替用紙をお送り

します。代金は 1部 1,000円送料 240円 です。刊行部数が少ないので早めにお申し込み下さい。

●お問い合わせ先

気象庁内 日 本気象学会事務局 Tel.o33212-8341(内 線 2546)Fax.03-32164401

講義内容

8月 4日 (月)

10:30～ 12:00 酸性雨:大 陸規模の大気汚染 原 宏 (国立公衆衛生院)

13:30～ 15:00 酸性雨と輸送モデル 佐藤純次 (気象研究所)

15:15～ 16:45 酸性雨対策:環 境酸性化原因物質の制御 坂本和彦 (埼玉大学大学院)


